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 主要企業の2018年度の業績は増収増益で着地、ただ2019年度は純利益が減益の見通しに。 

 2019年度の経常利益について、増額修正は30セクター中7セクターで、減額修正は22セクター。 

 2020年度は、小幅ながら増収増益を予想、一段の改善には米中貿易摩擦問題の進展が必要。 

国内企業の業績見通しを更新（19年6月） 
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主要企業の2018年度の業績は増収増益で着地、ただ2019年度は純利益が減益の見通しに 

 

 弊社は6月7日、調査対象とするコア・リサーチユニバース227社の業績見通しを更新しました。2018年度の

実績は、売上高が453.3兆円、経常利益が37.7兆円、純利益が27.7兆円でした（図表1）。前年度比の

伸び率は、順に+7.0%、+3.5%、+2.7%で、増収増益となりました。前回3月7日時点の見通しでは、

+5.3%、+6.7%、+1.0%でしたので、売上高と純利益は予想比上振れの着地です。 

 

 2019年度は、売上高が469.5兆円、経常利益が39.7兆円、純利益が27.0兆円を予想しています。前年

度比の伸び率は、順に+3.6%、+5.2%、-2.8%です。前回は、+2.1%、+6.9%、+0.5%でしたので、売

上高見通しは上方修正となったものの、利益見通しは下方修正され、純利益は減益となる見込みです。なお、

2019年度の前提為替レートは、ドル円が1ドル＝108円（前回110円）、ユーロ円が1ユーロ＝123円（同

125円）です。 

【図表1：弊社コア・リサーチユニバースの業績見通し】 

(注) 2019年6月7日時点における三井住友DSアセットマネジメントの見通し。 
(出所) 三井住友DSアセットマネジメント作成 

年度
売上高

（10億円）
前年度比

経常利益

（10億円）
前年度比

純利益

（10億円）
前年度比

総合計【227銘柄（除く金融）】 2018(実績) 453,277 7.0% 37,736 3.5% 27,736 2.7%

2019(予想) 469,493 3.6% 39,716 5.2% 26,958 -2.8%

2020(予想) 479,686 2.2% 41,166 3.7% 27,936 3.6%

製造業【132銘柄】 2018(実績) 265,436 3.4% 21,571 -2.5% 16,065 -5.1%

2019(予想) 270,832 2.0% 22,450 4.1% 15,087 -6.1%

2020(予想) 276,872 2.2% 24,472 9.0% 16,514 9.5%

非製造業【95銘柄】 2018(実績) 187,841 12.5% 16,165 12.6% 11,671 15.9%

2019(予想) 198,661 5.8% 17,266 6.8% 11,871 1.7%

2020(予想) 202,814 2.1% 16,694 -3.3% 11,422 -3.8%
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2019年度の経常利益について、増額修正は30セクター中7セクターで、減額修正は22セクター 

 

 2019年度の経常利益は、前回3月7日時点の見通しから、約2.1兆円の下方修正となりました。弊社は

227社を30セクターに分類していますが、このうち経常利益の増額修正は7セクター、減額修正は22セクターで

す（修正なしは1セクター）。増額修正の7セクターは、賃貸事業の見通し上振れや、商業・物流施設の好調さ

を反映した「住宅・不動産」、非鉄道事業の見通しを引き上げた「陸上旅客運輸」などです。 

 

 減額修正の22セクターは、「自動車」、「産業用電機機器」、「化学・繊維」、「自動車部品・ゴム」などです。

自動車は、個別企業で販売不振の長期化や北米での減産が目立つところもあり、これを反映したことによるもの

です。産業用電機機器は全般的な需要の減退、化学・繊維は市況の悪化、自動車部品・ゴムは前提為替

レートの変更が、それぞれ減額修正の主因です。 

 

2020年度は、小幅ながら増収増益を予想、一段の改善には米中貿易摩擦問題の進展が必要 

 

 このように、弊社の2019年度の業績見通しは、米中貿易摩擦問題の影響などから、総じて控えめなものとなっ

ています。しかしながら、2020年度については、売上高が479.7兆円、経常利益が41.2兆円、純利益が27.9

兆円となり、前年度比の伸び率は、順に+2.2%、+3.7%、+3.6%を予想しています。つまり、悪材料は

2019年度に出尽くし、2020年度は再び増収増益に転じると見込んでいます。 

 

 それでも、現時点で、2020年度の業績の伸びには、それほど力強さはありません。業績の一段の改善には、や

はり米中貿易摩擦問題の進展が必要と思われます。米国が対中制裁関税第4弾（3,000億ドル分の中国製

品に対する制裁関税）の発動を見送る流れとなれば、2019年度のみならず、2020年度の業績見通しにも上

方修正の余地が生じ、株価が大きく反発する材料の1つになると考えます。 

■当資料は、情報提供を目的として、三井住友DSアセットマネジメントが作成したものであり、投資勧誘を目的として作成されたもの又は金融商品取引法に基づく開示書類ではありません。■当資料に基

づいて取られた投資行動の結果については、当社は責任を負いません。■当資料の内容は作成基準日現在のものであり、将来予告なく変更されることがあります。■当資料は当社が信頼性が高いと判断

した情報等に基づき作成しておりますが、その正確性・完全性を保証するものではありません。■当資料に市場環境等についてのデータ・分析等が含まれる場合、それらは過去の実績及び将来の予想であり、

今後の市場環境等を保証するものではありません。■当資料にインデックス・統計資料等が記載される場合、それらの知的所有権その他の一切の権利は、その発行者および許諾者に帰属します。■当資

料の内容に関する一切の権利は当社にあります。本資料を投資の目的に使用したり、承認なく複製又は第三者への開示等を行うことを厳に禁じます。■当資料の内容は、当社が行う投資信託および投資

顧問契約における運用指図、投資判断とは異なることがありますので、ご了解下さい。 

三井住友DSアセットマネジメント株式会社 

金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第399号 

加入協会：一般社団法人投資信託協会、一般社団法人日本投資顧問業協会、一般社団法人第二種金融商品取引業協会 


